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1 　はじめに

人口減少が進行するわが国において、少子化を
原因とする学校統廃合、小規模化は避けられない
現象である。全国の小学校数は、学校基本調査に
よれば、昭和32年の26,755校をピークに、令和元
年度では19,738校となり、約26%減少している。
岩手県の小学校においても平成18年度の437校が
令和元年度には310校となり、この10年あまりの
間に127校が閉校し、毎年10校程度の学校が統廃
合によってなくなっている計算になる。一方で面
積の広い岩手県では、小規模の学校が多く、適正
規模とされる12学級（ ₁学年 2学級程度）を維持
できない小学校は、平成18年度に232校、令和元
年度にも217校存在する（特別支援学級等も含む
11学級以下の学校数）。岩手県教育委員会の発表
によれば、県内の複式学級を有する学校は、平成
29年度には100校（小学校総数324校の31%）存在
している。しかも、学校数が減少しているにもか
かわらず複式学級数は平成30年度より令和元年度
に若干増加しており、複式指導が必要な状況は岩
手県ではこれからも継続することが予想される。
中学校においては教科の専門性から複式を解消

する方針が多くの地域で進められており、令和元
年度では複式学級を設置するのは30道府県であ
る。若林（1973）によると、中学校の適正規模とは、

各教科担任を配置可能な ₉学級であり、職員配置
や学校運営の観点から12学級を維持することがで
きる人口が算出され、その規模の自治体を形成す
るために市町村合併が進められたとされている。
平成の市町村合併も適正規模の中学校を維持する
ことを念頭に進められたことも過去の合併の状況
から推察することができる。しかし、中学校区の
地理的範囲は、小学生が徒歩により通学できる範
囲を大きく超えることも多く見られ、その結果、
公共の交通機関やスクール・バス等を利用して通
学することも珍しいことではなくなっている。「公
立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関す
る手引」では、統廃合に伴うバス通学時間の目安
は、「おおむね ₁時間以内」とされており、自分
が住む地域とは遠く離れたところで教育を受けな
ければならない子どもたちが増加している。山本
（2016）によれば、1976年の名古屋高裁金沢支部
による「旧小学校の廃止及び統合小学校の就学指
定の各処分の効力が停止された事例」（『判例タイ
ムス』342号）では、徒歩通学が子どもの人格形
成に果たす役割が認められている。徒歩による通
学機会を奪われ、財政上の理由でバス通学へ転換
されるのは決して望ましいことではない。
学校が果たす役割は教育だけではなく地域社会
に不可欠なインフラストラクチャーであることに

＊岩手大学教育学研究科，＊＊岩手大学者教育学部附属小学校，＊＊＊和歌山大学教育学部

小規模校に必要とされる複式指導の知識に関する検討

阿部　真一・清水　将・立花　正男＊，菅野　亨＊＊，村瀬　浩二＊＊＊

（2020年 2 月21日受理）

Shinichi ABE ,  Sho SHIMIZU ,  Masao TACHIBANA ,  Toru KANNO ,  Koji MURASE

A Study on the Pedagogical Knowledge of Combined Classes at a Small Elementary School



50 阿部　真一，清水　将，立花　正男，菅野　亨，村瀬　浩二

もある。住民にとって地域活動は、学区単位で行
われることが多く、東日本大震災でも、公立学校
の ₉割が災害時の避難所に指定されており、防災
面からも学校が地域をつなぎとめ、地域が学校を
支えているという互恵的な関係が浮き彫りにされ
ている。
これらのことから考えても、小規模であっても

地域に小学校が存在することは、地方が持続可能
な社会として存続するために必要不可欠なことで
ある。小学校の存在が子どもや子育て世代の居住
の可能性を示すものとなっており、子どもたちが
地域で育つからこそ、郷土を愛する心が育ち、地
域を創生する一員として育つ希望になると考えら
れる。そのような地域を支える人材を育成し、持
続可能な社会を支える学校の教員を養成すること
は、近い将来にきわめて広範囲に限界集落や地域
消滅が予想されているわが国の喫緊の課題であ
る。
複式指導の教師教育は、実際に配置されてはじ

めて研修の必要に迫られる実情がある。初任にお
ける複式学級への配置は、基本的にはどの自治体
でも行われていないが、初任を終えた 2～ ₃校目
の段階での異動の際に配置されることは多く見ら
れる。へき地校勤務の特徴として、教員が比較的
短期の赴任期間で異動することから、勤務校や地
域の課題を十分に理解する教員が多くない状態で
課題解決を迫られている状況が考えられる。また、
複式指導のような小規模校独特の指導形態では、
メンターとなるべき同僚が同世代であることも多
く、複式学級に配置された教員が、反省的実践を
行うことができずに手探りで授業をおこなわなけ
ればならない環境にあり、何らかの手段で解消さ
れることが望まれる。教育の平等性を担保する点
においても複式指導の力量を効率よく形成する方
法が示されることは重要である。これらの課題に
対して義務教育の教員養成をその目的とし、地域
密着を志向する国立大学法人の教育学部には、地
方に存在する意義として、地域特有の課題を解決
できる教員を養成することが求められる。しかし、
複式指導に対する研究は、いくつかの実践報告や

指導資料集は存在するが、養成段階の教師教育を
学術的に探究したものは多くはない（藤岡（2009）、
長崎・鹿児島・琉球 ₃大学連携研究「複式学級
指導法」編集委員会編（2009）等）。そこで本研
究では、複式学級を担当する際に必要とされるミ
ニマムの知識とはどのようなものであるのかを検
討し、養成段階における小規模校における少人数
指導や複式授業を担当する教師の力量形成に関す
る知見を得ることを目的とする。

2 ．研究方法・枠組み

（1）対象とする複式指導の形態

ここでは対象とする複式指導について検討す
る。公立小学校の複式学級を有する学校では、計
画的に複式学級を設置するものではなく、学校教
育法に規定される児童数に照らして各学年の児童
数の増減にともなって学級が変動する。公立学校
の学級編制及び教職員定数については、「公立義
務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に
関する法律」によって、第 ₁学年を含む場合とそ
うでない場合によって基準が異なり、その結果と
して様々な形態の複式学級が存在することにな
る。低学年・中学年・高学年の各 2学年編成によ
る複式学級の編成が基本ではあるが、児童数の関
係でそれぞれをまたぐ変則複式（ 2 / ₃ 年、 ₄ / ₅
年）や児童が在籍しない隣接の学年を超える飛び
複式などの形態も発生する。変則複式や飛び複式
は、低学年・中学年・高学年等で示される学習内
容のまとまりを超えることになるため、通常の複
式学級以上の授業の準備や対応が必要となり、運
営において多くの配慮が必要となるため、全ての
形態を包括する理論を検討することは困難であ
る。このことから、本研究では低学年・中学年・
高学年のまとまりで捉えた通常複式の指導に関す
る知識を対象とする。

（2）複式指導の類型の考え方と本研究の枠組み

複式指導では、単元計画は 2年間の学習内容で
構成することが必要とされる。 2年間を見通した
単元構成は、学習内容の系統性を理解することに
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も直結し、新学習指導要領で必要とされるカリ
キュラムマネジメントの要素も含むことになる。
複式指導の類型化の考え方には、いくつかの種類
あり、それぞれによって、単元や単位時間をどの
ように構成するかが異なる。例えば、学年ごとに
別々の学習を行う「学年別異内容指導」の場合や
2つの学年を ₁つの学級とみなして指導する「 2
学年同内容指導」の場合等が考えられるが、本研
究では複式指導における単元計画や年間計画をど
うすべきかというカリキュラムの構成原理ではな
く、単位時間の授業づくりに焦点化して、複式授
業を計画・立案するために必要な最小限の知識に
ついて検討する。

（3）研究方法

通常複式の単位時間の授業づくりを研究の枠組
みとして、各自治体等から発行されている複式指
導の資料を文献研究によって比較しながら、複式
指導に特有な知識を抽出する。複式指導の全ての
形態を網羅するものではなく、養成段階において
必要と考えられる基本的かつ少人数指導に汎用性
のある授業の構成原理と指導方法を中心に検討す
る。対象とした資料は表 ₁の通りである。

3 　単位時間における複式指導に必要な知識

（1）複式学級における学びの構造

複式指導は、間接指導と言われる児童が自ら進

める学習を時間的・空間的にどのように配置して
指導するかが最大の特徴である。そのために、少
人数の特性を活かしてリーダーとフォロワーの役
割を分担した相互の学びが特色となる。ここでは
「子どもの学びを支える複式授業（長崎県教育委
員会）」に示されるガイド学習に倣いながら間接
指導時の学び方とその指導を検討する。複式指導
では、教師は 2つの学年に対して、直接指導と間
接指導を繰り返すことになるので、複式学級の特
徴である間接指導を充実させるためには、複式学
級で必要とされる学び方を児童に身に付けさせな
ければならない。学習内容を効果的に指導するた
めには、学び方をスキルとして習得するだけでな
く、活用して使うことができるようにしておくこ
とが求められ、これが複式指導の特性ともなって
いる。これらの学びは視点を変えれば主体的・対
話的で深い学びにおける思考スキルの獲得につな
がり、新学習指導要領において重要視されている
資質・能力の育成にも有効と考えられる。直接指
導では、単級指導に準じた教師の行動によって教
師と児童の直接のかかわりで授業が進められるの
に対して、間接指導では「ガイド役」といわれる
児童をリーダーとした学び方によって、児童中心
で授業が進められることになる。この間接指導に
おいて、児童の主体的な学びを中心とした授業づ
くりを行うことが複式学級の要点となる。
複式学級における異学年合同による多様な学び

天草郡市教育委員会連絡協議会（2010）複式学級指導の手引．
青森県教育委員会（2007）へき地・複式教育ハンドブック（一般編）．
北海道立教育研究所・北海道教育大学（2012）複式学級における学習指導の在り方【改訂版】．
岩手県教育委員会（2002-18）複式指導資料集23-25,29,32-34岩手の小規模・複式ハンドブック
鹿児島県教育委員会（2013）南北600キロの教育～へき地・複式教育の手引き～．
宮崎県教育委員会（2011）複式学級を有する学校のために−複式学級指導資料−．
長崎県教育センター（2007）子どもの学びを支える複式授業．
士別市立中士別小学校（2007）複式教育の手引き（基礎編）改訂版．
島根県教育委員会（2014）複式学級指導の手引き．

表 1　対象とした複式指導資料
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は、主体的・対話的で深い学びとなるための構造
を備えており、新学習指導要領で期待される共生
社会の学び方に発展することも期待できる（図
₁）。したがって、教師にとっては準備が大変で
困難といわれる複式の授業ではあるが、児童に
とっては、多様な学びが保障され、主体的・対話
的で深い学びを実現できる環境を備えているとい
うメリットがあり、教師が複式指導の価値につい
ての認識を改めていくことも重要である。教室と
いう空間を教師が指導し、児童が学習するという
場所ではなく、全ての存在が学びあう場に転換す
るという観点からも複式学級には大きな可能性が
示される。

（2）ガイド学習による学び方の指導

ガイド学習とは、複式指導の間接指導時にガイ
ド役と呼ばれるリーダー役の児童が、あらかじめ
教師が準備する学習の手順に従って、フォロワー
役の児童とともに協同して学習する方法である。
間接指導時には、教師がガイド役へ指導するだけ
でなく、ガイド役が困らないようにフォロワー役
の児童へのかかわりを持つように努め、フォロ
ワーとしての成長に教師が積極的に関与しなけれ
ばならない。この場合には、特定の児童をガイド
役として固定するのではなく、全ての児童がガイ
ド役を経験し、輻輳的に向上していくことが望ま
れる。そのためには、全ての児童のリーダーシッ
プを育成するように教科や単元の計画を作成しな
ければならない。児童は、 2年間の中で、上学年

や下学年にかかわらず様々な立場を経験すること
でリーダーやフォロワーとして成長をしていくと
考えられるので、このような機会を質的にも量的
にも保証しなければならない。異学年が同時に学
ぶ環境を活用し、多様な学びがなされるようにす
るためには、教師を介さずに子どもたちが主体的
に学び合うことのできる時間と空間を設定し、日
頃からお互いに学び合う環境を構成しておくこと
が有効と考えられる。
学習の手順としては、最初に学習の見通しを持
たせ、授業規律を維持しながら授業を進行し、自
分たちで振り返りを行えるように具体的なイメー
ジを作る必要がある。話し方や聞き方だけでなく、
期待するガイド役の姿や発表の仕方を具体的なシ
ナリオとして明文化し、カードなどをつかって簡
単に誰でも活用できるように準備することによっ
て充実した話し合い活動ができるように発達段階
に合わせた指導を行う。少人数による主体的な学
習の進め方を低学年から系統的に学ばせるために
は、学校として低学年・中学年・高学年それぞれ
で、期待される児童の姿を具体的に明らかにして、
そのイメージに近づくように学校で統一した授業
づくりを行い、育てたい児童の姿に対する教員の
共通理解を図ることも重要になると考えられる。
間接指導時に児童の主体的な学びが成立するよ

うにするためには、ワークシートやノート、ICT

機器の適切な活用も期待される。ワークシートや
ノートは、作業のワークスペースとして利用する
だけでなく、どのように考えたのかという思考の
過程を残せるようにして、児童の疑問やつまずき
の原因となっている箇所を教員がいつでも見取る
ことができるようにすることが、個別指導を行う
ための不可欠な準備となる。課題の解決方法が見
付けられないときに自力による解決を導くために
は、解決のヒントが示されたカードを準備し、個
別に対応するばかりでなく、発展的課題に取り組
むことができるチャレンジプリントなどを用意し、
ワークシートの内容に幅を持たせて、児童が学ぶ
内容を自ら選択できるようにすることも考えられ
る。

　図 1　複式学級の学びの構造
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（3）�複式学級の学習過程と 1単位時間における複

式指導の基本構成

一般的な複式学級の指導では、①課題把握、②
課題追求、③解決・定着、④適用・発展の学習過
程を計画する（いくつかの用語があるが、ここで
は「南北600キロの教育」、「岩手の小規模・複式
指導ハンドブック」等を参考にこれらの用語を使
用する。）。これらの ₄つの学習過程を、直接指導
と間接指導によって構成して授業づくりを行う
が、主として、①課題把握と③解決・定着では直
接指導、②課題追求と④適用・発展では間接指導
が用いられる。 2つの学年を同時に直接指導する
ことはできないため、直接指導の時間をずらして
₁単位時間を計画する（図 2）。
計画段階で直接指導すべき内容をずらすことに

よって、教師は 2つの学習の場をわたる（移動す
る）ことになる。このように、それぞれの学年に
対して教師が何を直接指導しているのかを明確に
した計画をつくるための知識が必要と考えられ
る。直接指導の時間は、間接指導の充実のために
あると考え、単なる教師の指示に従った受身的な
時間とすることなく、主体的・対話的な学びによっ
て深い学びを実現できるように計画する。
複式指導の場合には、前時もしくは次時とのず

らしを踏まえて ₁単位時間の展開案を設計するこ
とになるので、本時の展開案は、 2単位時間のユ
ニットから計画することになる。すなわち、複式
指導の学習指導案は、 2学年の単元計画と 2単位
時間ユニットの中の ₁単位時間として本時の展開

案を示すことが理解されなければならない。その
ような考えを可視化する学習指導案のフォーマッ
トを標準化する必要性が示唆され、複式指導の考
え方の理解が複式指導の学習指導案の作成によっ
てなされていくことが望まれる。単元において指
導内容及びその時期を明確化することは、指導と
評価の一体化を推進することにもつながってい
る。直接指導では、教師の形成的な評価活動を可
能にするために、単元計画においていつ指導して
どのタイミングで評価を行うのかといった指導と
評価の時期を明示することが求められる。それら
は、児童を評価する際に重要であるばかりでなく、
その指導案や評価計画が翌年にも用いられること
によって、担任が交代したとしても同じ内容を繰
り返し指導してしまうことがないように有効に活
用されることにつながる。学びの履歴が明らかに
なる年間計画や ₆年間のポートフォリオを作成す
ることが複式指導に有効であることが明らかにさ
れたと考えられる。

（4）ずらしの類型

複式指導における学習過程のずらしには、導入
（課題把握）部分を上学年が前時に行って下学年
が本時に行う場合と下学年の導入（課題把握）時
に上学年が振り返りやまとめを行い、次時に上学
年の導入（課題把握）を行う場合の 2つの類型が
考えられる（図 ₃）。　図 2　複式学級の学習過程

図 3　単位時間の流れ
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複式指導の ₁単位時間の中では、授業における
教師の行動をわかりやすく示すだけでなく、その
際に用いられる教材や教具・学習の場を開発し、
明示することも必要である。授業では、教師の願
いが具現化する教材をつくり、子どもたちが何を
どのように学んだらよいかについて見通しが持て
るように準備するが、複式指導の学習指導案の作
成過程で教材についての工夫がなされるような形
式を開発することも課題である。間接指導時に児
童が主体的に学ぶことができるようにするために
は、何をすればよいかがわかるように掲示するこ
とが有効であり、課題カードや学習進行表、ヒン
トカード等の作成が必要である。また、言語活動
を充実させるためには、そのための方略として、
話し合いの約束をあらかじめ指導したり、やるべ
きことを行動目標にして明文化したりするととも
に、これらの事項が複式指導の学習指導案に明示
され、資料として添付されるように具体化されな
ければならない。さらに、思考力・判断力・表現
力等を内容とする授業では、知識・技能を使う場
面を想定し、発展的な課題を集団的に取り組むこ
とができるようにしなければならない。

（5）わたりの類型（単位時間の構成例）

複式指導では、単位時間の中で学年別指導を効
果的に行うために教師がそれぞれの学年を移動し
て指導するわたりが行われるが、わたりにはいく
つかの類型が考えられる（図 ₄）。複式の指導案
では教師がどちらの学年にどのようにかかわって
いるかが視覚化されて、教師がどのように 2つの
学習集団と個々の児童にかかわるのかシミュレー

ションされることが授業の構想に有効と考えられ
る。これらは、複式指導だけに必要とされる授業
の構想ではなく、通常学級の指導においても同様
の配慮に基づく指導方略が求められるものであ
る。すなわち、複式指導は特殊なものではなく、
広く汎用性のある経験となり得ることが予想さ
れ、教師の力量形成に有効に働くと考えられる。
学習指導（わたり）の視点として、間接指導の
設定の仕方によって類型的に細分化することがで
きる。間接指導関与型とは、間接指導中に積極的
に集団だけでなく、児童へも関わり、個別指導を
充実させる方略である。同時間接指導型は、間接
指導の時間を多く設定し、主体的な学習の中での
個別指導を充実させる方略である。学年重点型は、
単位時間においていずれかの学年に指導を重点化
し、系統的な直接指導の時間を確保する方略であ
る。同単元同内容異程度指導型は、同内容を異学
年との学びの中で生じる程度差に教師が対応して
いく方略であり、教材と学習の場の準備が必要と
なるが、多様な学びを実践できる授業となる。こ
の場合には、上学年は下学年で習得した内容とな
るため、全員がリーダーとしてガイド役を務める
ことになり、複式学級としての特徴を発揮する形
態と考えられる。
複式指導の基本は、直接指導や間接指導をどの
ように配置するかということに焦点化されるが、
実際の授業は、学年という小集団だけではなく、
個に応じた指導も行うので、直接指導と間接指導
を単純に配置するだけでなく、間接指導を同時に
行えるように授業を構成し、個別指導を充実させ、
児童が学び合うことができるような学習の場を準
備する必要がある。

（6）ユニットによる単位時間の構成

ここでは「子どもの学びを支える複式授業（長
崎県教育委員会）」に示される学習過程の効果的
組み合わせに倣いながら 2単位時間をユニットと
考えた複式指導の形を検討する。ユニットの中で
間接指導をどのように配置し、教員がどのように
個に応じた指導と集団への直接指導をおこなうか図 4　学習指導（わたり）の類型
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というわたりの類型の検討である。この場合には、
学習過程は、 ₁単位時間の中のずらしではなく、
単位時間そのものをずらして、単元の導入（課題
把握）部分は異なる単位時間に配当されるように
計画する。わたりについては、集団の指導を重視
する際には直接指導と間接指導を表裏で設定する
が、個別指導を重視する際には先述したように同
時に間接指導の時間を設けて対応する（図 ₅）。

（7）共通導入・共通終末による授業形態

複式指導における学習形態は、学習過程のずら
しによる指導が一般的であるが、学習過程をずら
さずに共通導入（ 2学年が同時に直接指導による
導入を行う）と共通終末（ 2学年が同時に直接指
導によるまとめや振り返りを行う）による指導も
行われている（図 ₆）。
この共通導入・共通終末による指導は、一般

的に低学年（ ₁ / 2 年）、中学年（ ₃ / ₄ 年）、高学
年（ ₅ / ₆ 年）の通常複式で、同単元異内容指導
を行う場合に有効である。また、実施にあたっ
ては、同時期に同単元の学習を行うことができ
るように、カリキュラムマネジメントによって
学年の系統性を重視した単元配列を工夫する必
要がある。授業の特徴としては、共通導入にお
いて、 2学年の学習内容の系統性を明確にしな
がら 2学年の課題設定を同時に行う。展開部分
では、下学年の直接指導・上学年の間接指導、
下学年の間接指導・上学年の直接指導を行い、
原則として学年間のわたりは行わない。共通終
末では、 2学年のまとめと振り返りを直接指導
によって同時に行う。この指導形態のよさは、

同単元の配列に基づいた共通の導入と終末によ
り、下学年の児童も上学年の児童も学習内容の
系統性を明確に意識することができることや、
展開部分で学年ごとの直接指導と間接指導を固
定することによって、 2年間で自分の考えを持
つ力や交流して考えを深める力を確実に身に付
けることができることである。問題点としては、
変則複式や飛び複式、系統性の見えない学習内
容には適さないことや、個人差や配慮が必要な
児童に対する支援が不足することが挙げられる。

5 ．まとめと課題

教員養成段階の複式指導に対する最低限必要と
考えられる知識を検討した結果、以下のことが明
らかになった。

（1） 複式学級では直接指導と間接指導が 2つの学
年に同時かつ時間の進行につれて交互におこ
なわれるという授業構成原理

（2）間接指導に必要な学び方の指導法
（3） 複式学級の一般的な学習過程（①課題把握、

②課題追求、③解決・定着、④適用・発展）
とそれぞれに対応する指導（①③は直接指導、
②④は間接指導）

（4） 2 学年の学習内容をどのようにずらすかとい
う授業方略（ずらしの類型）

（5） ₁ 単位時間をどのように構成するかという授
業方略（わたりの類型）

（6） 2 単位時間のユニット授業を行うときに求め

図 5　 2単位時間ユニットの構成例

図 6　共通導入・共通終末
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られるカリキュラムマネジメント
（7） 複式の特別な授業形態（共通導入・共通終末）

複式の授業は、主体的・対話的で深い学びの構
造を備えたものであり、その特性を活かした授業
づくりを行うことが必要とされている。これらの
知識は、複式指導の学習指導案のフォーマットを
開発することによって、その作成過程を媒介とし
て複式指導の理解がなされていくような教師教育
が展開されることが望まれる。教員養成段階で複
式指導に即した教師教育を行うためには、 2学年
を想定した単元計画や 2単位時間のユニットによ
る時間計画の構想が有効と考えられる。実践の場
における校内研修等では、間接指導が単なる技法
や方略を対象として知識伝達がなされるのではな
く、学校として目指す児童の姿を具体的にイメー
ジすることに教師が参画し、自ら具体化すること
によって共通理解を図ることが有効であろう。
今後の課題としては、カリキュラムの構成原理

を示すことによって、複式のカリキュラムマネジ
メントのあり方を示し、 2年で構成される単元構
造や ₆年間の系統的な年間計画が計画できるよう
になるための知識構造を明らかにすることがあげ
られる。へき地への赴任は、 ₃～ ₅年の比較的短
期間になることが多く、配属される教師にとって
₆年間の計画的指導をイメージできずに行われる
ことも散見される。複式指導の課題は、単位時間
の計画だけではなく、年間計画等のカリキュラム
マネジメントの困難さでもあり、児童の ₆年間の
学びを管理することに対する責任を果たすことが
求められているとも考えることができる。統廃合
が予定される場合に学校間の教育課程をそろえて
いくという現実的な側面も見据えていきながら、
複式のカリキュラムがどうあるべきかを考えるこ
とについては継続して検討していきたい。
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